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 佐賀県規則第27号 
   佐賀県農林事務所管理規則の一部を改正する規則 
 佐賀県農林事務所管理規則（昭和40年佐賀県規則第51号）の一部を次のように改正する。 
 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

（組織） （組織） 

第３条 次の表の左欄に掲げる事務所に、それぞれ同表の右欄に掲
げる課及び地域農業改良普及センター（以下「センター」という｡）
を置く。 

第３条 次の表の左欄に掲げる事務所に、それぞれ同表の右欄に掲
げる課及び地域農業改良普及センター（以下「センター」という｡）
を置く。 

事務所 課及びセンター 

 略 

杵藤農林事務所  略 
 地盤沈下対策課 

  略 
 

事務所 課及びセンター 

 略 

杵藤農林事務所  略 

 農地整備課 
  略 

 

（分掌事務） （分掌事務） 

第４条 総務課、農政課、林務課、農村環境課及びセンターの分掌
事務は、次のとおりとする。 

第４条 総務課、農政課、林務課、農村環境課及びセンターの分掌
事務は、次のとおりとする。 

総務課 総務課 

(1)～(19) 略 (1)～(19) 略 

(20) 職員宿舎の入退居の承認及び入居料の徴収に関すること。  

(21)・(22) 略 (20)・(21) 略 

農政課 略 農政課 略 

林務課  林務課 

(1)～(3) 略  (1)～(3) 略 

(4) 森林保険に関すること。  (4) 削除 

(5)～(8) 略 (5)～(8) 略 
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改正前 改正後 

(9) 流域森林・林業活性化センターに関すること。 (9) 削除 

 (10)～(19)の２ 略 (10)～(19)の２ 略 

 (19)の３ 森林の適切な経営管理の促進に関すること。 

 (20) 略 (20) 略 

 農村環境課 農村環境課 
(1)～(6) 略 (1)～(6) 略 
(7) 嘉瀬川ダム関連富士町振興計画に関すること（佐賀中部農林
事務所に限る｡）。 

(7) 削除 
 

(8) 地域水田農業支援排水対策特別事業に関すること。 (8) 地域水田農業支援排水対策特別事業に関すること（杵藤農林
事務所を除く｡）。 

(9) 県営中山間地域総合整備事業に関すること。 (9) 県営中山間地域総合整備事業に関すること（杵藤農林事務所
を除く｡）。 

(10) 県営水環境整備事業に関すること。 (10) 県営水環境整備事業に関すること（杵藤農林事務所を除
く｡）。 

(11) 県営農道整備事業に関すること。 (11) 県営農道整備事業に関すること（杵藤農林事務所を除く｡）。 

(12) 県営土地改良総合整備事業に関すること。 (12) 県営土地改良総合整備事業に関すること（杵藤農林事務所
を除く｡）。 

(13) 県営畑地帯総合整備事業に関すること（東部農林事務所を
除く｡）。 

(13) 県営畑地帯総合整備事業に関すること（東部農林事務所及
び杵藤農林事務所を除く｡）。 

(14) 県営かんがい排水事業に関すること（佐賀中部農林事務所
を除く｡）。 

(14) 県営かんがい排水事業に関すること（佐賀中部農林事務所
及び杵藤農林事務所を除く｡）。 

 (14)の２ 県営基幹水利施設ストックマネジメント事業に関する
こと（杵藤農林事務所を除く｡）。 

 (14)の３ 県営土地改良施設突発事故復旧事業に関すること（佐
賀中部農林事務所、東部農林事務所、唐津農林事務所及び伊万
里農林事務所に限る。ただし、佐賀中部農林事務所にあっては、
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改正前 改正後 

水利課の所掌に属する事務を除く｡）。 

(15) 県営圃場整備に関すること（佐賀中部農林事務所を除く｡）。 (15) 県営圃場整備事業に関すること（佐賀中部農林事務所及び
杵藤農林事務所を除く｡）。 

(16) 農林水産省農村振興局及び水産庁所管に係る海岸保全事業
に関すること（東部農林事務所を除く｡）。 

(16) 農林水産省農村振興局及び水産庁所管に係る海岸保全事業
に関すること（東部農林事務所及び杵藤農林事務所を除く｡）。 

(17) 農地・農業用施設の防災及び災害復旧事業に関すること。 (17) 農地・農業用施設の防災及び災害復旧事業に関すること（杵
藤農林事務所を除く｡）。 

 (17)の２ 農村地域防災減災事業（地すべり対策事業に限る｡）に
関すること（杵藤農林事務所を除く｡）。 

 (17)の３ 災害関連緊急地すべり対策事業に関すること（杵藤農
林事務所を除く｡）。 

(18) 防災ダムに関すること（唐津農林事務所を除く｡）。 (18) 防災ダムに関すること。 

(19) 県営ため池等整備事業に関すること。 (19) 県営ため池等整備事業に関すること（杵藤農林事務所を除
く｡）。 

(20) 特定鉱害復旧事業に関すること（東部農林事務所を除く｡）。 (20) 特定鉱害復旧事業に関すること（東部農林事務所及び杵藤
農林事務所を除く｡）。 

(21) 略  (21) 略  

(22) 国営上場土地改良事業の調査推進に関すること（唐津農林
事務所に限る｡）。 

(22) 国営土地改良事業に関すること（佐賀中部農林事務所を除
く｡）。 

(23) 国営・水資源機構営筑後川下流土地改良事業の調査推進に
関すること（東部農林事務所に限る｡）。 

(23) 水資源機構営筑後川下流用水事業に関すること（東部農林
事務所に限る｡）。 

(24) 国営総合農地防災事業の調査推進に関すること（東部農林
事務所に限る｡）。 

(24) 農地及び農業用施設の地盤沈下対策事業に関すること（杵
藤農林事務所に限る｡）。 

(25) 国営総合農地開発事業の調査推進に関すること（伊万里農
林事務所及び杵藤農林事務所に限る｡）。 

(25) 多面的機能支払制度に関すること。 

(26) 略 (26) 略 
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改正前 改正後 

 センター 略  センター 略 

２ 佐賀中部農林事務所の水利課、農地整備第一課及び農地整備第
二課の分掌事務は、次のとおりとする。 

２ 佐賀中部農林事務所の水利課、農地整備第一課及び農地整備第
二課の分掌事務は、次のとおりとする。 

水利課 水利課 

(1) 国営・水資源機構営筑後川下流土地改良事業の調査推進に関
すること。 

(1) 国営土地改良事業に関すること（農地整備第一課の所掌に属
する事務を除く｡）。 

 (2) 水資源機構営筑後川下流用水事業に関すること。 

(2) 略 (3) 略 

(3) 県営圃場整備事業の調査及び計画に関すること。  

(4) 国営総合農地防災事業の調査推進に関すること。 (4) 県営土地改良施設突発事故復旧事業に関すること（県営かん
がい排水事業及び県営地盤沈下対策事業により整備された施設
に限る｡）。 

(5)・(6) 略 (5)・(6) 略 

農地整備第一課 農地整備第一課 

 (1) 国営土地改良事業（筑後川下流右岸地区に限る｡）に関する
こと。 

県営クリーク防災機能保全対策事業（農地整備第二課の所掌に
属する事務を除く｡）に関すること。 

 (2) 県営クリーク防災機能保全対策事業（農地整備第二課の所掌
に属する事務を除く｡）に関すること。 

農地整備第二課 略 農地整備第二課 略 

３ 略 ３ 略 

４ 杵藤農林事務所の地盤沈下対策課の分掌事務は、次のとおりと
する。 

４ 杵藤農林事務所の農地整備課の分掌事務は、次のとおりとする。 

(1) 国営筑後川下流土地改良事業（白石地区）の調査推進に関す
ること。 

(1) 地域水田農業支援排水対策特別事業に関すること。 

(2) 農地及び農業用施設の地盤沈下対策事業に関すること。 (2) 県営中山間地域総合整備事業に関すること。 
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改正前 改正後 

(3) 県営圃場整備事業に関すること。 (3) 県営水環境整備事業に関すること。 

(4) 県営土地改良総合整備事業に関すること。 (4) 県営農道整備事業に関すること。 

(5) 県営干拓地等農地整備事業に関すること。 (5) 県営土地改良総合整備事業に関すること。 

(6) 団体営事業（国営事業関連）の指導に関すること。 (6) 県営干拓地等農地整備事業に関すること。 

 (7) 県営畑地帯総合整備事業に関すること。 

 (8) 県営かんがい排水事業に関すること。 

 (9) 県営基幹水利施設ストックマネジメント事業に関すること。 

 (10) 県営土地改良施設突発事故復旧事業に関すること。 

 (11) 県営圃場整備事業に関すること 

 (12) 農林水産省農村振興局及び水産庁所管に係る海岸保全事業
に関すること。 

 (13) 農地・農業用施設の防災及び災害復旧事業に関すること。 

 (14) 農村地域防災減災事業（地すべり対策事業に限る｡）に関す
ること。 

 (15) 災害関連緊急地すべり対策事業に関すること。 

 (16) 県営ため池等整備事業に関すること。 

 (17) 特定鉱害復旧事業に関すること。 

 (18) 団体営事業（国営事業関連）の指導に関すること。 
   附 則 
 この規則は、平成31年４月１日から施行する。 


